
建 物 100¶376¶318 0 5¶336¶431 95¶039¶887 69¶940¶556 8¶391¶643 0 25¶099¶331

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外） 工具器具備品 327¶979¶301 22¶551¶946 13¶036¶800 337¶494¶447 299¶707¶778 31¶152¶079 0 37¶786¶669 注２

計 428¶355¶619 22¶551¶946 18¶373¶231 432¶534¶334 369¶648¶334 39¶543¶722 0 62¶886¶000

建 物 590¶885¶887 4¶978¶050 7¶623¶473 588¶240¶464 296¶159¶717 42¶639¶272 0 292¶080¶747

有形固定資産合計
車 両 運 搬 具 12¶005¶885 0 0 12¶005¶885 6¶002¶943 2¶401¶177 0 6¶002¶942

工具器具備品 833¶290¶266 50¶911¶617 59¶683¶701 824¶518¶182 623¶373¶504 114¶767¶823 0 201¶144¶678

計 1¶436¶182¶038 55¶889¶667 67¶307¶174 1¶424¶764¶531 925¶536¶164 159¶808¶272 0 499¶228¶367

ソフトウェア 1¶323¶896¶633 381¶653¶569 83¶969¶654 1¶621¶580¶548 1¶023¶839¶456 184¶514¶353 0 597¶741¶092 注３

無 形 固 定 資 産
（償却費損益内） 電 話 加 入 権 559¶000 0 0 559¶000 0 0 0 559¶000

計 1¶324¶455¶633 381¶653¶569 83¶969¶654 1¶622¶139¶548 1¶023¶839¶456 184¶514¶353 0 598¶300¶092

ソフトウェア 2¶324¶360¶383 446¶879¶350 20¶962¶200 2¶750¶277¶533 1¶647¶451¶210 442¶042¶833 0 1¶102¶826¶323 注４

無 形 固 定 資 産
（償却費損益外） 電 話 加 入 権 104¶000 0 0 104¶000 0 0 0 104¶000

計 2¶324¶464¶383 446¶879¶350 20¶962¶200 2¶750¶381¶533 1¶647¶451¶210 442¶042¶833 0 1¶102¶930¶323

ソフトウェア 3¶648¶257¶016 828¶532¶919 104¶931¶854 4¶371¶858¶081 2¶671¶290¶666 626¶557¶186 0 1¶700¶567¶415

無形固定資産合計 電 話 加 入 権 663¶000 0 0 663¶000 0 0 0 663¶000

計 3¶648¶920¶016 828¶532¶919 104¶931¶854 4¶372¶521¶081 2¶671¶290¶666 626¶557¶186 0 1¶701¶230¶415

投資有価証券 17¶098¶793¶400 616¶419¶805 4¶339¶528¶605 13¶375¶684¶600 ` ` ` 13¶375¶684¶600 注５

関係会社株式 4¶089¶356¶916 0 36¶950¶198 4¶052¶406¶718 ` ` ` 4¶052¶406¶718

投資その他の資産
破産更生債権等 753¶374¶057 43¶244¶330 230¶092¶605 566¶525¶782 ` ` ` 566¶525¶782 注６

貸 倒 引 当 金 � 753¶374¶057 � 43¶244¶330 � 230¶092¶605 � 566¶525¶782 ` ` ` � 566¶525¶782 注６

敷金・保証金 304¶269¶600 0 10¶162¶000 294¶107¶600 ` ` ` 294¶107¶600

計 21¶492¶419¶916 616¶419¶805 4¶386¶640¶803 17¶722¶198¶918 ` ` ` 17¶722¶198¶918

注１ 当期増加額は「ファイアウォールシステムのリプレース」（6¶954¶780円）」等の取得によるものであり、当期減少額は除却によるものであります。
注２ 当期増加額は「悪意あるサイトの識別情報及び対策情報提供システム（ＴＩＰＳ）第一次機能強化に伴う機器類一式」（14¶169¶796円）」等の取得によるものであり、当期減少額は除却によるもので
あります。

注３ 当期増加額は「ＣＢＴ方式による試験システム構築及び試験実施・運用業務（338¶803¶500円）」等によるものであり、当期減少額は除却によるものであります。
注４ 当期増加額は「脆弱性対策情報データベースJVN iPediaバージョン3•2の開発（58¶852¶500円）」等外部公開用のツール、データベースの構築によるものであります。
注５ 当期増加額は第48回大阪府公募公債（５年）等公社債の購入、前期・当期におけるその他有価証券評価差額金及び償却原価法による利息によるものであり、当期減少額は前期・当期におけるその
他有価証券評価差額金、償却原価法による利息、政府出資等に係る不要財産の国庫納付に伴う中途売却によるものであります。

注６ 当期増加額は代位弁済の実行によるものであり、当期減少額は回収及び償却によるものであります。
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